
危機管理マニュアル 

 

 

防災・生活 

  

 

 
亘理町立亘理小学校 

 

 

 



 

- 1 - 

 

＜目 次＞ 

 

１ 学校防災全体計画 …  ２ 

２ 教職員の動員   …  ３ 

３ 校内災害部組織と業務内容 … ５ 

４ 情報連絡体制図 ……  ７    

５ 大地震後、津波被害が想定された場合の対応と避難誘導 …   ８ 

６ 地震発生時の対応と避難誘導（津波被害が想定されない場合）   … １５ 

７ 風水害が想定された場合の対応 … ２２ 

８ 突風・竜巻・雷等が想定される場合の対応  … ２６ 

９ 保護者への引き渡し（地震・津波・大雨風水害を想定）… ２７ 

10 待機（宿泊）※帰宅困難者対応含む … ２９ 

11 集団下校 … ３１ 

12 避難所の設置・運営に関わる協力（学校が避難場所となる際の対応）… ３２ 

13 学校再開に向けた対応 … ３４ 

14 その他（熱中症発生時の対応・食物アレルギー緊急対応） … ３５ 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 2 - 

 

 

１ 学校防災全体計画 
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安全教育に関する法令等 安全に関する学校の現状等 

・学校は、沿岸部ではないた

め、津波浸水部とはなっていな

い。しかし町の中心部ということ

で交通が激しい。 

・東日本大震災を機に、より一

層、防災教育の充実を図って

いる。 

防災教育の目標（重点） 

・「自らの身を守り乗り切る力」の育成 
・「知識を備え行動する力」の育成 
・「地域の安全に貢献する心」の育成 
・「安全な社会に立て直す力」の育成 
・「安全安心な社会づくりに貢献する心」の育成 

学校防災推進の重点（視点）等 

 

 

防災教育

防災学習 

防災指導 

○教育活動全体（行事・各教科・特別

活動等）を通じた防災教育の推進 

○災害発生時に活用できる生活能

力の習得 

○避難訓練（地震・津波）の実施         

○集合訓練の実施                                                       

○防災教育の指導方法・内容の工

夫および改善  

 

 

 

防災管理 

○避難場所の設定 

（第一、第二、第三） 

○危険箇所の確認 

○防災計画（マニュアルを含む）及び 

避難所運営マニュアルの作成 

○避難経路の点検 

○日常の災害に対する施設・設備 

の安全点検 

○通学路の点検・確認 
 

 

組織活動 

○教職員の役割の明確化            

○家庭や地域及び関係機関との 

連携 

○教職員の防災対応能力や応急 

処置能力の向上  

○心のケア対応能力の充実 

各教科 

・地域巡り時の交通安全 

・土地のつくりと変化 

・私たちの国土と環境 

・地域社会における災害 

及び事故防止   

等     

 

道

 

徳 

・生命の尊さを理解し、 

かけがえのない自他 

の生命を尊重する。 

・勤労の尊さや意義を 

理解し、奉仕の精神を 

もって、公共の福祉と 

社会の発展に努める。 

特別活動 

・災害時の自分自身の安全に加えて、
災害時の被害者の救出や地震後の

火災発生防止など二次災害を防
ぎ、家庭や地域の人々の安全を守
るために必要な事柄を取り上げ、

理解できるようにする。また、家
庭での災害に関する日常の備えに
当たって、積極的な役割が果たせ

るようにする。 

児
童
会
活
動 

・被災地の学校へのメッセージや募 
金活動など、生徒の創意を生かし 
た自発的・自治的な活動を推進す 

る。 

・地域の関係機関と連携した実践的 
な避難訓練の実施や地域と一体と 
なった防災訓練の実施等により、 

進んで防災対応能力を身に付けよ
うとする態度を育てる。 

 

学

級

活

動 

学

校

行

事 

各学年の防災教育目標 

低学年 中学年 高学年 

心身ともに健康で人間性豊かな児童の育成 

学校教育目標 

体制の整備・防災教育・指導力

の向上等 

・教育基本法 

・学校教育法 

・学校保健安全法及びその他 

関連法   

・教育委員会の方針、目標等 

学習指導要領 

近くの大人に速やかに連絡し、指示に従

うなど適切な行動ができる。 

災害などの危険に気付くことができるととも

に、自ら安全な行動をとることができる。 

様々な場面で発生する危険を予測し、進

んで安全な行動ができる。 
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２ 教職員の動員 

（１） 警戒配備（０号配備） 

配備発令基準 

○県内に大雨、洪水等の警報が発表されたとき  
○県内で震度４の地震が観測されたとき 
○県内に大雨、洪水等の注意報が発表され、かつ被害の発生が予想されるとき又は被害が

発生したとき  
○その他特に学務課長が必要と認めたとき 

本 部 設 置 ●本部設置なし（情報収集、連絡活動） 

本部長（学校長） 防災主任 教職員 

勤務時間内 勤務時間外 勤務時間内 勤務時間外 勤務時間内 勤務時間外 

･配備につく 
 
･情報収集を指
示する。(気象
情報、警報等) 

･必要に応じて
対応する。  

･配備につき、情
報の収集にあ
たる。 
･本部長(学校
長)との連携 

･必要に応じて
対応する。  

･情報を確認す
る。 
･通常の活動を
行う。 

･必要に応じて
対応する。  

 
（２） 特別警戒配備（１号配備） 

配備発令基準 
○宮城県内に津波注意報が発表されたとき 
○町域で震度４の地震が観測されたとき 
○その他特に学務課長が必要と認めたとき 

本 部 設 置 ●警戒本部設置（安全確保、避難誘導、情報収集、連絡活動、応急対策） 

配備体制 校長、教頭、主幹教諭、副教務主任、防災主任、業務員 

本部長（学校長） 防災主任 教職員 

勤務時間内 勤務時間外 勤務時間内 勤務時間外 勤務時間内 勤務時間外 

･直ちに配備に
つく。 
･地震：生徒の安
全確認、施設破
損状況を確認
させる。 
･津波：各種情報
を確認し、待
機、避難を迅速
に判断する。 
･風水害等：気象
情報等を確認
し、下校を含め
た安全対策を
検討する。 
･教育委員会へ
の報告 

･直ちに学校で
の配備につく。 
･災害の情報、状
況を確認し、必
要に応じた対
応を指示する。
(生徒の安全確
認、施設の破損
状況の確認、登
校の判断等) 

 
･教育委員会へ
の報告 

･直ちに配備に
つく。 
･待機、避難を指
示する。(放送
等) 
･情報を収集す
る。(気象情報、
警報) 
･本部会議で確
認した内容を
教職員に周知
徹底する。 

･直ちに学校で
の配備につく。 
･情報収集する。
(気象情報、警
報) 
･本部会議で確
認した内容を
教職員に周知
徹底する。 

･あらかじめ定
められた教職
員は配備につ
く。 
･配備職員以外
は、業務の補助
をする。 

･あらかじめ定
められた教職
員は学校での
配備につく。 
･配備職員以外
は、自宅等で本
部(学校)の連
絡を待つ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 4 - 

 

（３） 特別警戒配備（２号配備） 

配備発令基準 

○町域で震度５弱の地震が観測されたとき 
○台風や集中豪雨による大雨、洪水、高潮等の警報が発表され、広範囲、大規模な詐害発
生が予想されるとき 

○その他特に学務課長が必要と認めたとき 

本 部 設 置 ●特別警戒本部設置（安全確保、避難誘導、情報収集、連絡活動、応急対策） 

配備体制 校長、教頭、主幹教諭、副教務主任、防災主任、業務員 

本部長（学校長） 防災主任 教職員 

勤務時間内 勤務時間外 勤務時間内 勤務時間外 勤務時間内 勤務時間外 

･直ちに配備に
つく。 
･地震：迅速に避
難誘導させる。 
･津波：各種情報
を確認し、迅速
に高台に避難さ
せる。 
･その他災害：気
象、交通情報等
を確認し、下校
を含めた安全
対策を検討す
る。(授業打ち切
り、部活動中止
等) 
･避難者の対応
について 

･教育委員会へ

の報告 

･直ちに学校で
の配備につく。 
･災害の情報、状
況を確認し、必
要に応じた対
応を指示する。
(生徒の安否確
認、施設の破損
状況の確認、登
校の判断等) 

 
･教育委員会へ
の報告 

･直ちに配備に
つく。 
･避難の指示を
する。(放送等) 
･情報収集する。
(気象情報、警
報)と教職員へ
の周知徹底 
･全職員の業務
を適確に指示
し、迅速に対応
できるように
する。 

･直ちに学校で
の配備につく。 
･本部長から指
示を受けた内
容を全教職員
に周知する。
(生徒の安否確
認、登校判断) 
･避難してきた
地域の方への
対応をする。 

･あらかじめ定
められた教職
員は配備につ
く。 
･防災主任から
の指示を受け、
担当業務に当
たる。 

･あらかじめ定
められた教職
員は学校での
配備につく。 
※校長が必要と
認めた場合は、
全教職員が配
備につく。 
･防災主任から
の指示を受け、
担当業務に当
たる。 

（４）非常配備（３号配備） 

配備発令基準 

○県内に津波警報又は大津波警報が発表されたとき 
○町域で震度５強以上の地震が観測されたとき 
○大雨、洪水、高潮等で特別警報が発表され、災害発生又は発生の恐れがある場合 
○その他特に教育町が必要と認めるとき 

本 部 設 置 ●災害対策本部設置（安全確保、避難誘導、情報収集、連絡活動、応急対策） 

配備体制 全教職員 

本部長（学校長） 防災主任 教職員 

勤務時間内 勤務時間外 勤務時間内 勤務時間外 勤務時間内 勤務時間外 

･直ちに配備に 

つく。 

･地震：迅速に避

難誘導させる。 

･津波：各種情報

を確認し、迅速に

避難させる。 

（二次、三次避難

場所（高台、校舎

屋上含む） 

･その他災害：気

象、交通情報等を

確認し、下校を含

めた安全対策を

検討する。 

･避難者の対応に

ついて防災担当

課、教育委員会へ

報告する。 

・直ちに学校で 
の配備につく。 
･災害の情報、状
況を確認し、必
要に応じた対
応を指示する。
(生徒の安否確
認、施設の破損
状況の確認、登
校の判断、避難
所開設等) 

 
･防災担当課、教
育委員会へ報
告する。 

･直ちに配備につ

く。 

･迅速に避難の指

示をする。(放送、

メガホン等) 

･一次避難場所の

安全確認をする。 

･本部長の指示で

二次、三次避難場

所への避難を指

示する。 

･情報の収集(気象

情報、警報)と教

職員への周知を

徹底する。 

･全職員の業務を

適確に指示し、迅

速に対応できるよ

うにする。 

･直ちに学校で
の配備につく。 
･本部長から指
示を受けた内
容を全教職員
に周知する。 

(生徒の安否確
認、登校判断) 
･本部長の指示
を受け、避難所
開設準備をす
る。 

･全職員が直ち
に配備につく。 
･防災主任から
の指示を受け、
担当業務に当
たる。 

･全職員が直ち
に学校での配
備につく。 
･防災主任から
の指示を受け、
担当業務に当
たる。 
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３ 校内災害本部組織と業務内容 

 

 震災の規模や被害状況等を踏まえ、学校災害対策本部（以下「本部」）を設置し、迅速かつ

組織的に災害対応に当たる。 
 
（１） 基本編成図 

 

       １次緊急対応                 ２次緊急対応 

 

                                          

 

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

本 部 長：校  長 
副本部長：教 頭 
副本部長：主幹教諭 
本 部 員：防災主任 

災 

害 

対 

策 

本 

部 

避 難 誘 導 係 

安 全 点 検 ・ 消 火 係 

救 護 係 

避 難 確 認 係 

応 急 復 旧 係 

学年主任、学級担任 

少人数担当、通級担当、業務員 

養護教諭 

安全主任 各学年の防災担当 

教頭、教務、業務員、各学年の防災

担当 
避 難 所 支 援 係 

少人数、通級担当 

保 護 者 連 絡 係 

主幹教諭  
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（２）各班の業務内容 
 

班  名 業 務 内 容 主な必要物品 

本    部 

○校内放送等による連絡や指示 
○応急（緊急）対応の決定 
○各班との連絡調整 
○教育委員会、町災害対策本部、ＰＴＡ等との
連絡調整・報告 

○情報収集（気象、災害、交通情報等） 
○非常持ち出し品の搬出 
○報道機関との連絡・対応 

拡声器、メガホン 
ホイッスル 
ラジオ 
懐中電灯 
乾電池（各種） 
（非常持ち出し品） 
 ・児童調査票 
 ・児童名簿  

避 難 誘 導 係  

○揺れがおさまった直後の安否確認 
○負傷状況の把握と本部への報告 
○安全な避難経路を確認しての避難誘導 
○行方不明の児童、教職員を本部に報告 

 

避 難 確 認 係 
○児童の避難後に校舎内の残留児童の確認 拡声器、メガホン 

安全点検･消火係 

○火災が発生した場合の初期消火 
○被害状況の確認 
○校舎、その他施設の被害程度の調査と本部へ
の報告 

○初期消火の必要がない場合は、避難誘導、救
護等の係を支援する。 

消火器 
防煙マスク 
安全点検表 

救 護 係 

○緊急医薬品、担架の持ち出し（AED含む） 
○負傷者の応急手当 
○救護所の設営（保健室が使えない状況を想定） 
○医療機関への搬送・連絡 
○負傷者の救出、救命 
○負傷者、危険箇所等の通報 
○「心のケア」の実施 

医薬品 
担架 
毛布  

保護者連絡係 

○一斉メール配信、電話連絡網での対応 
○地域防災無線、地域コミュニティを活用して
の連絡 

○引き渡し対応の事前の取り決め 
○引き渡し場所の指定 
○児童生徒等の引き渡し作業 

 

応 急 復 旧 係 

○被害状況の把握 
○ライフライン被害状況の把握と本部への報告 
○危険箇所の応急処置 
○「立入禁止」「使用禁止」等の表示 

トラロープ 
各種表示 
各種工具 

避難所支援係 

○市町村防災担当課と連携しての支援  救援物資については町災
害担当課で準備する。 
放送機材、カラーコーン、
各種表示、腕章、ベスト 
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亘理町災害対策本部 

     （総務課） 

（℡0223－34－1111） 

４ 情報連絡体制図 

 

 

 

 

 

 

 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学 校 組 織 (校内災害対策本部) 

                             

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

校 内 災 害 対 策 本 部 

（℡0223-34-1311） 

亘理町教育委員会学務課 

（℡0223-34-0509） 

状況報告・協議 

指示・支援 

連絡・調整 
初期対応の報告 

救援物資依頼 

避難所開設要請 

災害情報 

保
護
者
・
地
域
関
係
団
体 

教 職 員 

 

勤務時間内の配置 

勤務時間外の配置 

 

警 戒 配 備 

特別警戒配備  

非 常 配 備 

 

連   絡 

（緊急連絡網） 

災 害 発 生 

学級担任 養護教諭 
校
内
災
害
対
策
本
部 

（
校
長
・
教
頭
・
教
務
主
任･

防
災
主
任
） 

学年主任 教育委員会 

警察署 

消防署 

保健所 

ＰＴＡ 

学校医 

ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ 保 護 者 

医

療

機

関 

○避難誘導係 ○救護係  

○安全点検・消火係 

○避難確認係 ○保護者連絡係 

○応急復旧係 ○避難所支援係 

○安全点検・消火係 

亘理町災害

対策本部 

ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ 
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５ 大地震後、津波被害が想定される場合の対応と避難誘導 

（１） 在校時の発生               ☆教職員の行動  ★児童への対応 
 

宮城県沖を震源とし、県内各地で震度６弱以上の地震を想定した場合 

 

 

 

 
※数秒後に停電し、校内放送ができない状況 

教 職 員 
☆指定職員(複数)は、ハンドマイク、メガホン等で避難行動を指示する。 

 

 

★休み時間等で、児童から離れている場合は、揺れがおさまった後、直ちに

児童生徒等がいる場所に移動し、指導する。 

☆火気を使用中であれば、揺れがおさまってからあわてずに火の始末をする。 

★落下物、転倒物、ガラスの飛散等から身を守るようにさせる。 

★壁や窓から離れ、壁、窓に背を向けないようさせる。 

★頭部を保護するため、机の下にもぐらせ、机の脚をしっかり持たせる。 

★安心させるような声を掛け続ける。 

☆全職員は、揺れがおさまりしだい、出入り口の開放、負傷者の確認、火災

が発生した場合は初期消火を行う。 

☆各担任は、避難経路の安全確認をする。 

☆業務員は、ガスの元栓の閉鎖、火の元の確認をする。 

☆業務員は、化学薬品や石油類の危険物の状態を確認する。 
★救護係は、手当の必要な負傷者に応急手当を行う。 
 
児童 
○「落ちてこない」「倒れてこない」「移動してこない」場所へ避難する 

【教 室】机の下にもぐり、落下物等から身を守る。 

【廊 下】壁、窓から離れ、蛍光灯やガラス等からの落下物から身を守る。 

【体育館】安全な場所に移動し、天板、天井灯の落下に注意する。 

【校 庭】落下物、倒壊の危険性のあるものから離れ、中央部分に避難する。 

 
本部長（校長） 
情報収集とともに安全な場所に避難の指示をする。 

☆悪天候（強風雨、低温等）や、地割れ、土砂崩れ、液状化現象などで、避

難場所や避難経路が危険な場合は、最も安全な場所を決定する。 

 

 

☆本部は、ラジオ、テレビ、インターネット、防災無線等により、震源地、

震度、津波等に関する情報を収集する。 

☆津波到達予想時刻、予想される津波の高さを確認する。 
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・
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検 

地震です。教室にいる人は、すぐに机の下にもぐりなさい。机の脚をしっかり持
ちなさい。教室以外にいる人は、落下物に注意しなさい。 

地震はおさまりましたが、津波が来る心配があります。（大津波警報が発表されま
した。）先生の指示に従って、慌てず避難しなさい。 

平成 23年東北地方太平洋沖地震から         ＜仙台市宮城野区五輪の状況＞ 
・体感できる初期微動（Ｐ波）から小刻みな揺れが十数秒程度続き、その後、震度４以上
最大震度６弱の揺れが断続的に３分弱続いた。揺れが収まりきらないうちに大きな余震
が発生。 

・緊急地震速報と同時に揺れが強まっていった（報知からＳ波到達まで約１５秒）。 
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教 職 員 
★逃げ遅れることがないように避難前に人員を確認する。 

★落下物、足下に注意し、頭部を保護するように指示する。 

★自力で避難できない児童生徒は、指定職員が介助して避難させる。 

★児童生徒の不安を緩和するように落ち着いて声掛けをする。 

☆副本部長は、ラジオ、防災行政無線等により、最新の情報収集に努める。 

★第一避難場所が危険と判断した（二次災害が予想される）場合は、あらか

じめ定めた、より安全な避難場所に誘導する。 

 （第二避難場所：本校舎三階 第三避難場所：亘理中学校 ） 

☆保護者、地域住民が避難してきた場合は、一緒に避難する。 

児童 

○教職員の指示に従い、迅速に行動する。 

○児童同士が、協力しながら避難する。 

 

教 職 員 

★学年主任の指示で、クラス毎に整列させる。 

☆名簿によりクラス毎の人数と負傷者の人数を確認し、本部に報告する。 

担任→学年主任→教頭→本部長（校長） 

☆避難確認係は、安否確認ができない児童生徒等の捜索を行う。 

★救護係は、負傷者の確認とけが人に対して応急手当を行う。 

必要に応じて医療機関との連携を図る。 
 

☆本部長、副本部長（教頭)、主幹教諭、防災主任の指示により、各業務に当

たる。 

 
 
 
 
校長･教職員 
★避難解除、津波警報等が解除されるまで待機させる。 

★避難場所での待機は、長時間になることを意識させ、児童生徒等の体調管

理、心理面のサポートにあたる。(避難場所が屋内の場合と屋外の場合を想定） 

☆必要に応じて避難住民の対応に当たる。 

☆本部長の指示に従って、各業務に当たる。 
児童 
○児童同士、励まし、助け合う。 

 
教 職 員 

☆本部は、児童・教職員の被害状況や施設の状態等を町教育委員会に報告し、

必要に応じて支援要請を行う。 

☆本部は、災害の状況、今後の対応について保護者に知らせる。（引き渡しを

含め） 

★各学級担任は、欠席児童生徒等の安否を確認する。 

☆本部は、学校の施設・設備の点検、必要に応じて通学路の安全点検を指示

する。 
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（２）登下校時の発生               ☆教職員の行動  ★児童への対応 

 

 

 

 

児童の安全確保を最優先とする。 

※停電、断水、公共交通機関がストップ、信号機も作動しない状況等 

 
教 職 員 
★学校にいる児童の安全確保・点検等は、在校時の対応を基本とする。 

☆副本部長は、震源地、震度、津波等に関する最新の情報収集に努める。 

★副本部長は、安全な場所に避難させる。（出勤途中、帰宅途中も含め） 

★状況によって登下校途中の児童の保護、安全な場所への誘導を行う。 
児童 

○建物からの落下物、ブロック塀の倒壊等を逃れるために、頭部を保護し、

安全な場所で姿勢を低くする。「落ちてこない」「倒れてこない」「移動して

こない」場所 

○危険な場所から速やかに遠ざかるようにする。(がけ崩れが起きそうな場所

や川岸、橋の上やガス漏れ箇所など) 

※津波被害が心配される沿岸部では、強い揺れ、長い時間ゆっくりとした揺

れを感じたり、防災行政無線等で津波に関する情報があったりした場合は、

自らの判断で安全な場所に避難する。 

 
教 職 員 

★学校にいる児童の避難、在校時の対応を基本とする。 

★安否確認、状況によって登下校園途中の児童生徒等の保護活動を行う。 

児童 

○津波被害が心配される沿岸部では、あらかじめ定めている安全な場所へ急

いで避難する。（高台、ビル等） 

○最初の場所が危険と判断したらより安全な場所に移動し、津波警報等が解

除されるなど津波の心配がなくなるまで戻らない。 

○児童同士が協力しながら避難する。 

 
本部長(校長)･教職員 
☆本部長、副本部長、防災主任の指示により、各業務に当たる。 

☆必要に応じて避難住民の対応に当たる。 

 

教 職 員 

★学校に避難した児童の安否確認は、在校園時の対応を基本とする。 

☆避難解除、津波警報等が解除されるまで待機する。 

★電話、配信メール、災害用伝言ダイヤル、家庭訪問、避難所巡回等で所在、

安否を確認する。（避難確認カードを参考にする。） 
☆避難解除、津波警報等が解除された後、施設、通学路等の被害状況を確認
し、本部に報告する。 

 
 

 

教 職 員 

☆本部は、児童・職員の被害状況や施設の状態等を町教育委員会に連絡し、

必要に応じて支援要請を行う。 

☆災害の状況、今後の対応について、保護者に知らせる。（引き渡しを含め） 

☆本部は、学校の施設・設備の点検、必要に応じて通学路の安全点検を指示

する。 
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（３）校外活動時の発生（学年行事中の発生）    ☆教職員の行動 ★児童への対応 

 児童の安全確保を最優先とする。 

 

 

教 職 員 

★落下物、転倒物、ガラスの飛散から身を守るようにさせる。（指定職員） 

☆指定職員は、震源地、震度、津波等に関する最新の情報収集に努める。  

★班別行動（学習）中に地震が発生した場合は、指定職員が安否の確認と、状況に

よって保護活動を行う。  

※津波被害が心配される沿岸部では、ラジオや防災行政無線、携帯電話（スマート

フォン）などで最新の情報を収集する。  

※強い揺れや長い時間ゆっくりとした揺れを感じた時は津波警報などの発表を待

たず、すぐに避難する。情報は避難先で確認する。 

児 童 

○「落ちてこない」「倒れてこない」「移動してこない」場所へ避難する。  

○教職員の指示をよく聞き、慌てないで行動する。  

○頭部を保護し、安全な場所で姿勢を低くする。  

○交通機関(公共交通機関も含む)を利用している場合は、乗務員の指示、放送等

による指示、誘導に従うようにする。  

教 職 員 

★安全な場所への避難を判断し、児童生徒等の避難を誘導する。  

☆避難後、状況を学校園に連絡する。（携帯電話、メール等） 

児 童 

○教職員の指示に従い、迅速行動する。  

○教職員が近くにいない場合は、安全な場所に急いで避難する。（津波害が想定さ

れる場所では高台、頑丈な高い建物等に避難する。） 

○最初の場所が危険と判断したら、より安全な場所に移動し、津波警報等が解除さ

れるなど津波の心配がなくなるまで戻らない。  

  

教 職 員 

○避難指示や、津波警報等が解除されるまで待機する。  

★各種連絡方法、避難場所を回り、所在、安否を確認する。（関係機関との連携）  

  

☆校長、教頭、主幹教諭、防災主任の指示により、各業務に当たる。  

  

  

  

教 職 員 

☆指定職員は、被害の状況、児童、教職員の安否状況等を学校に連絡し、必要に応

じて支援要請を行う。  

☆指定職員は災害の状況、今後の対応について、保護者に知らせる。  
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（４）学校施設等活用事業時の発生（放課後楽校等）☆事業運営者の行動 ★児童への対応 

 児童の安全確保を最優先とする。 

※数秒後に停電し、校内放送ができない状況 

教職員と連携して対応する。  

 

事業運営者 

★指定職員は、ハンドマイク、メガホン等で避難行動をさせる。  

「ただ今大きな地震を感じております。児童のみなさんは、ダンゴムシのポーズま

たは机の下にもぐり自分の身を守りなさい。先生方は児童の安全の確保をお願いし

ます。」 

★落下物、転倒物、ガラスの飛散等から身を守るようにさせる。  

★壁や窓から離れ、壁、窓を背にしないようにさせる。  

★頭部を保護させる、机の下にもぐらせ、机の脚をしっかり持たせる。  

★安心させるような声をかけ続ける。  

☆揺れが収まりしだい、出入り口の開放、負傷者の確認、火災が発生した場合は初

期消火を行う。  

児 童 

○「落ちてこない」「倒れてこない」「移動してこない」場所を探す  

【教 室】机の下にもぐり、落下物等から身を守る。  

【廊 下】壁、窓から離れ、蛍光灯やガラス等からの落下物から身を守る。  

【体育館】安全な場所に移動し姿勢を低くする。天板、天井灯の落下に注意する。  

【校 庭】落下物、倒壊の危険性のあるものから離れ、中央部分に避難する。  

 

事業運営者 

★情報収集とともに安全な場所に避難の指示をする。  

「地震はおさまりましたが、津波が来る心配があります。先生の指示に従って落ち
着いて行動しましょう。」 

☆指定職員は、ラジオ、携帯電話（スマートフォン）、インターネット、防災行政
無線等により、震源地、震度、津波等に関する最新の情報を収集する。  

☆沿岸部では、津波被害を想定した避難場所への誘導を判断する。  

☆津波到達予想時刻、予想される津波の高さを確認する。  

☆悪天候（強風雨、低温等）や、地割れ、土砂崩れ、液状化現象などで、避難場所
や避難経路が危険な場合は、最も安全な避難場所を決定する。  

★避難時間が確保できる場合、校地外の高台等(第○避難場所）へ避難させる。   

★避難時間がない場合は、校舎屋上等(第○避難場所）へ避難させる。   
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事業運営者 

★落下物、足下に注意し、頭部を保護するように指示する。  

★自力で避難できない児童生徒は、指定職員が介助して避難させる。  

★児童の不安を緩和するように落ち着いて声掛けをする。  

☆指定職員は、非常持出袋を搬出して避難する。  

☆指定職員は、ラジオ、地域防災無線等により、常に情報収集する。  

★第一避難場所が危険と判断した場合は、より安全な避難場所に誘導する。  

★教職員と連携を図り、安全に素早く誘導する。  

児 童 

○事業運営者の指示に従い、迅速に行動する。  

○児童同士が協力しながら避難する。  

事業運営者 

★当日の参加名簿で、人数と負傷者を確認する。  

★指定職員は、安否確認ができない児童の捜索を行う。  

★指定職員は、負傷者の確認とけが人に対して応急手当を行う。  

★指定職員は、必要に応じて医療機関との連携を図る。  

 

災害対策本部を設置する。  

事業運営者 

☆本部長(責任者)の指示により、各業務に当たる。  

★児童の安否確認を最優先にする。  

☆指定職員は、震源地、震度、津波等に関する情報を収集する。  

事業運営者  

★避難指示や、津波警報等が解除されるまで待機させる。  

★避難場所での待機は、長時間になることを意識させ、児童の体調管理、心理面の

サポートにあたる。（避難場所が屋内の場合と屋外の場合）  

☆本部の指示に従って、各業務に当たる。  

児 童 

○児童同士、励まし、助け合う。  

 

事業運営者 

☆指定職員は、児童・教職員の被害状況や施設の状態等を学校、市町村教育委員会

に連絡し、必要に応じて支援要請を行う。  

☆災害の状況、今後の対応について、保護者に知らせる。（引き渡しを含め）  
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（５）在宅時の発生（休日・夜間等）        ☆教職員の行動  ★児童への対応 
 

管理職はもとより、教職員は宮城県教育委員会災害対策基本要領警戒配備の 

発令基準、町教育委員会災害対策配備基準等に基づいて、配備につく。 

 

本部長(校長)･教職員 

☆本部長、副本部長、防災主任の指示により、各業務に当たる。 

※自らが被災し、家族、家屋が被災するなどの状況では、配備に時間がかか

ることがある。（自らの安全を確保した上で校務にあたる） 

※津波警報等が発表中は、学校園を含め避難区域には立ち入らない。 

 

教 職 員 

☆避難解除、津波警報等が解除されるまで待機する。 

★各種連絡方法(主に安否確認メール、電話、災害用伝言ダイヤル等)、家庭

訪問、避難場所等を回り、児童及び家族、教職員の所在、安否を確認する。 

☆関係機関、地域と連携する。 

 
 

 

教 職 員 

☆避難解除、津波警報等が解除された後、施設、通学路等の被害状況を確認
し、本部に報告する。 

 

 

本部長(校長) 

☆必要に応じて、児童全員の安否確認を指示する。 

☆対応措置について、町教育委員会に報告する。(協議する) 

教 職 員 
☆本部は、児童・教職員の被害状況や施設の状態等を町教育委員会に連絡し、

必要に応じて支援要請を行う。 

☆災害の状況、今後の対応について、保護者に知らせる。 

☆津波警報等が解除された後、指定職員(本部)は、学校の施設・設備の点検、

必要に応じて通学路の安全点検を行う。 

 

 

 
 
 
 
 

災
害
本
部
設
置 

  
 
 

安

否

確

認 

  
 
 

事
後
の
対
応
措
置 

  
 
 

被
害
状
況 

の
確
認 

  
 

 

地 

震 

発 

生 



 

- 37 - 

 

６ 地震発生時の対応と避難誘導（津波被害が想定されない場合） 

（１） 在校時の発生               ☆教職員の行動  ★児童への対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮城県沖を震源とし、各地で震度５強の地震を想定した場合 

 

 

 

※停電した場合は P８の行動に移る。 
教 職 員 
☆校内放送により一斉放送を行う。（副本部長） 

 

 

 

★休み時間等で、児童生徒等から離れている場合は、揺れがおさまった後、

直ちに児童生徒等がいる場所に移動し、指導する。 

☆火気の使用中であれば、揺れがおさまってからあわてずに火の始末をする。 

★落下物、転倒物、ガラスの飛散等から身を守らせる。 

★壁や窓から離れ、壁、窓に背を向けないようさせる。 

★頭部を保護するため、机の下にもぐらせ、机の脚をしっかり持たせる。 

★安心させるような声を掛け続ける。 

☆全職員は、揺れがおさまりしだい、出入り口の開放、負傷者の確認、火災

が発生した場合は初期消火を行う。 

☆各担任は、避難経路の安全確認をする。 

☆業務員は、ガスの元栓の閉鎖、火の元の確認をする。 

☆業務員は、化学薬品や石油類の危険物の状態を確認する。 

★業務員は、手当の必要な負傷者に応急手当を行う。 
児童 
○「落ちてこない」「倒れてこない」「移動してこない」場所へ避難する。 

【教 室】机の下にもぐり、落下物等から身を守る。 

【廊 下】壁、窓から離れ、蛍光灯やガラス等からの落下物から身を守る。 

【体育館】安全な場所に移動し、天板、天井灯の落下に注意する。 

【校園庭】落下物、倒壊の危険性のあるものから離れ、中央部分に避難する。 

 
本部長(校長) 

情報収集とともに、安全な場所に避難の指示をする。 

☆副本部長は、テレビ、ラジオ、インターネット、防災行政無線等により、

震源地、震度、津波等に関する最新の情報収集をする。 

☆悪天候（強風雨、低温等）や地割れ、土砂崩れ、液状化現象などで、避難

場所や避難経路が危険な場合は、最も安全な場所を決定する。 

 
本部長(校長) 

本部長の指示のもと、第一避難場所に避難の指示をする。 

☆校内放送により一斉放送を行う。（副本部長） 

 

 

☆悪天候(強風雨、低温等)や、地割れ、土砂崩れ、液状化現象などで、避難

場所や避難経路が危険な場合は、最も安全な場所を指示する。 

安 

全 
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・体感できる初期微動（Ｐ波）から小刻みな揺れが１０秒程度続き、その後、震度
５弱以上の揺れが３０秒程度続く（主な揺れが始まってから１分程度）。 

・緊急地震速報から１０秒後に揺れが襲う。  ＜仙台市宮城野区五輪の状況＞ 

ただ今、大きな地震を感じています。児童は机の下に潜り、自分の身を守

りなさい。先生方は人は、落下物に注意しなさい。 

 

揺れがおさまりました。先生方は落下物、ガラスの破損に気を付けて、児童
を１次避難場所へ避難してください。 
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教 職 員 
★落下物、足下に注意し、頭部を保護させる。 

★避難前に人員を確認し、逃げ遅れることがないように指示する。 

★自力で避難できない児童生徒等は、指定職員(避難誘導班)が介助して避難

させる。 

★児童の不安を緩和するように、落ち着いて声掛けする。 

☆本部は、テレビ、ラジオ等により情報収集する。 

☆保護者、地域住民が避難してきた場合は、一緒に避難する。 
児童 
○「押さない、走らない、しゃべらない、もどらない」の約束に従い行動す

る。 

 

教 職 員 
★指定職員(本部)の指示で、クラス毎に整列させる。 

☆クラス毎に人数と安否を確認し、本部に報告する。 

 担任 → 学年主任 → 教頭 → 本部長(校長) 
★救護係は、負傷者の確認とけが人に対して応急手当を行う。 

必要に応じて医療機関との連携を図る。 

 
本部長(校長)･教職員 
☆本部長、副本部長、防災主任の指示により、各業務に当たる。 

☆必要に応じて避難住民の対応に当たる。 

 

 

☆応急復旧係は、施設、通学路等の被害状況を確認し、本部に報告する。 

☆危険箇所があった場合は、立入禁止措置を行う。（張り紙、ロープ等） 

☆応急復旧係は、危険箇所の応急措置を行う。 

★第一次避難場所が危険な場合は、第二次避難場所に誘導する。 

★校舎等の安全を確認した後、児童生徒等を校舎内に移動させる。 

 

本部長(校長) 

☆本部で、被害状況を総合的に判断し、授業再開、下校時の判断、(集団下校)、

保護者への引き渡し、学校での保護等のいずれかの措置について、保護者

連絡係により、保護者へ連絡する。 

☆対応措置について、町教育委員会に報告する。(協議する) 

教 職 員 
☆指定職員は、保護者へ連絡をする。（一斉メール配信、電話、緊急連絡網等） 

電話、メールが使用できない場合を想定し、連絡方法について事前に文書等

で取り決めておく。 
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（２） 登下校時の発生              ☆教職員の行動  ★児童への対応 

 

 

児童の安全確保を最優先とする。 
 
 
 
教 職 員 

★安全な場所に避難させる。（出勤途中、帰宅途中も含め） 

★学校にいる児童生徒等には、校園内放送等により、落下物、転倒物、ガラ

スの飛散から身を守らせる。（指定職員） 

避難誘導等については、在校時の対応を基本とする。 

☆副本部長は、震源地、震度、津波等に関する最新の情報収集に努める。 

★安否確認、状況によって登下校園途中の児童生徒等の保護活動を行う。 

児童 
○建物からの落下物、ブロック塀の倒壊等を逃れるために、頭部を保護し、

安全な場所で姿勢を低くする。「落ちてこない」「倒れてこない」「移動

してこない」場所 

○危険な場所から速やかに遠ざかるようにする。(がけ崩れが起きそうな場所

や川岸、橋の上やガス漏れ箇所など) 

※津波被害が心配される沿岸部では、強い揺れ、長い時間ゆっくりとした揺

れを感じたり、防災行政無線等で津波に関する情報があった場合は、自ら

の判断で安全な場所に避難する。（避難確認カードの場所等） 
 

被災状況・各種情報を総合的に判断し、学校災害対策本部を設置する。 
本部長(校長)･教職員 
☆本部長、副本部長、防災主任の指示により、各業務に当たる。 

★児童の安否確認を最優先にする。 

☆副本部長は、震源地、震度、津波等に関する情報を収集する。 

 

教 職 員 
★学校に避難した児童生徒等の安否確認は、在校時の対応を基本とする。 

★指定職員は、児童生徒等の所在を確認する。(登校している、していない) 

☆保護者へ連絡をする。（一斉メール配信、電話、緊急連絡網等） 

★必要に応じて、通学路、避難場所を回り、安否を確認する。 
☆応急復旧係は、施設、通学路等の被害状況を確認し、本部に報告する。 
☆危険箇所があった場合は、立入禁止措置を行う。（張り紙、ロープ等） 
☆応急復旧係は、危険箇所の応措置を行う。 
 
本部長(校長) 
☆児童全員の安否確認後、授業実施、休校措置と、登校している児童の下校

方法、保護者への引き渡し、学校での保護措置等について、保護者へ連絡

させる。 

☆対応措置について、町教育委員会に報告する。(協議する) 
教 職 員 
☆指定職員は、保護者へ連絡をする。（一斉メール配信、電話、緊急連絡網等） 

電話、メールが使用できない場合を想定し、連絡方法について事前に文書

等で対応を取り決めておく。  
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（３） 校外活動時の発生（学年行事中の発生）     ☆教職員の行動 ★児童への対応 

 

 

 

児童の安全確保を最優先とする。 

 

 
教 職 員 
★落下物、転倒物、ガラスの飛散から身を守らせる。（指定職員） 

☆指定職員は、震源地、震度、津波等に関する最新の情報収集に努める。 

★班別行動(学習)中に地震が発生した場合は、指定職員は安否の確認と、状

況によって保護活動を行う。 

※津波被害が心配される沿岸部では、ラジオや防災行政無線などで情報を常

に収集し、避難、待機等を判断する。 

※強い揺れや長い時間ゆっくりとした揺れを感じた時は津波警報などの発表

を待たずに避難する。 

児童 
○「落ちてこない」「倒れてこない」「移動してこない」場所へ避難する。 

○教職員の指示をよく聞き、慌てないで行動する。 

○頭部を保護し、安全な場所で姿勢を低くする。 

○交通機関(公共交通機関も含む)を利用している場合は、乗務員の指示、放

送等による指示、誘導に従うようにする。 

 

教 職 員 
★学年主任は、児童の所在を確認する。 

★必要に応じて、活動場所を巡回し、安否を確認する。 

児童 
○指定された緊急連絡先(教員の携帯電話等)へ連絡する。(班の代表者) 

 
教 職 員 
☆学年主任は被害の状況、児童生徒等、教職員の安否状況等を学校に連絡し

ながら対応する。 

 （復路の状況把握指示、帰校方法、帰校時刻の指示） 

★全員の安否確認後、活動継続の可否を判断し、児童に伝える。 

☆保護者連絡係は、必要に応じて保護者へ連絡をする。（一斉メール配信、電

話、緊急連絡網等） 

☆対応措置について、町教育委員会に報告する。(協議する) 
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（４） 学校施設等活用事業時の発生（放課後楽校等） 

☆事業運営者の行動  ★児童への対応 
 

児童の安全確保を最優先とする。 

 

 

教職員と連携して対応する。 
事業運営者 
★地震発生の初期行動について、児童に伝える。 

☆必要に応じて、校内放送を依頼する。(事前の取り決め) 

 

 

★落下物、転倒物、ガラスの飛散等から身を守らせる。 

★壁や窓から離れ、壁、窓を背にしないようにさせる。 

★頭部を保護させる、机の下にもぐらせ、机の脚をしっかり持たせる。 

★安心させるような声をかけ続ける。 

☆揺れが収まりしだい、出入り口の開放、負傷者の確認、火災が発生した場

合は初期消火を行う。 

児童 
○「落ちてこない」「倒れてこない」「移動してこない」場所を探す 

【教 室】机の下にもぐり、落下物等から身を守る。 

【廊 下】壁、窓から離れ、蛍光灯やガラス等からの落下物から身を守る。 

【体育館】安全場所に移動し、天板、天井灯の落下に注意する。 

【校 庭】落下物、倒壊の危険性のあるものから離れ、中央部分に避難する。 

☆指定者(安全管理員等)は、避難経路の安全確認をする。 

※その他の安全点検は、災害本部組織に基づき、担当職員が行う。 
 
☆指定職員は、ラジオ、テレビ、インターネット、防災行政無線等により、

震源地、震度、津波等に関する情報を収集する。 
事業運営者 

第一避難場所に避難の指示をする。 

☆必要に応じて、校内放送(館内放送)を依頼する。(事前の取り決め) 

 

 

 

☆悪天候（強風雨、低温等）や、地割れ、土砂崩れ、液状化現象などで、避

難場所や避難経路が危険な場合は、最も安全な場所を決定する。 

 

事業運営者 
★落下物、足下に注意し、頭部を保護するようにさせる。 

★自力で避難できない児童は、指定職員が介助して避難させる。 

★児童の不安を緩和するように落ち着いて声掛けをする。 

☆指定職員は、非常持出袋を搬出して避難する。 

☆指定職員は、ラジオ、地域防災無線等により、常に情報収集する。 

児童 
○「おさない、はしらない、しゃべらない、もどらない」 

＊「お･は･し･も」の約束：災害発生時に避難するときの約束 
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（例）地震です。教室にいる人は、すぐに机の下にもぐりなさい。机の脚をしっ
かり持ちなさい。教室以外にいる人は、落下物に注意しなさい。 
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（例） 
地震はおさまりましたが、余震の心配があります。先生の指示に従って、慌てず、
校庭へ避難しなさい。津波の心配はありません。 
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事業運営者 
★当日の参加名簿で、人数と負傷者を確認する。 

★指定職員は、負傷者の確認とけが人に対して応急手当を行う。 

☆指定職員は、必要に応じて医療機関との連携を図る。 

 

被災状況・各種情報を総合的に判断し、災害対策本部を設置する。 
事業運営者 
☆本部長(責任者)の指示により、各業務に当たる。 

★児童の安否確認を最優先にする。 

☆指定職員は、震源地、震度、津波等に関する情報を収集する。 

 
事業運営者 
☆指定職員は、施設、通学路等の被害状況を確認し、本部に報告する。 

☆危険箇所があった場合は、立入禁止措置を行う。（張り紙、ロープ等） 

☆指定職員は、危険箇所の応急措置を行う。 

★校舎(施設)等の安全を確認した後、児童を校舎内に移動させる。 

 
事業運営者 
☆指定職員は、被害状況を総合的な判断し、事業再開、打ち切り、帰宅方法

等について保護者へ連絡させる。 

☆対応措置について、町教育委員会に報告する。（協議する） 
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（５）在宅時の発生（休日・夜間等）       ☆教職員の行動  ★児童への対応 

 

 

管理職はもとより、教職員は宮城県教育委員会災害対策基本要領警戒配備の
発令基準、各市町村教育委員会災害対策配備基準等に基づいて、配備につく。 

 

 

本部長･教職員 

☆本部長、教頭、主幹教諭、防災主任の指示により、各業務に当たる。 

☆必要に応じて避難住民の対応に当たる。 

 

 
教職員 
☆教職員の安否を確認する。 

★児童の安否を確認する。（主に安否確認メール、電話連絡、一斉配信メール

等） 

☆クラス毎に人数と安否を確認し、本部に報告する。 

 担任 → 学年主任 → 教頭 → 本部長(校長) 
児童 
○必要に応じて、学校に連絡する。(学校で安否確認ができなかったり、けが
をしたりした等) 

 

☆応急復旧係は、施設、通学園等の被害状況を確認し、本部に報告する。 

☆危険箇所があった場合は、立入禁止措置を行う。（張り紙、ロープ等） 

☆応急復旧係は、危険箇所の応急措置を行う。 

 
本部長 
☆必要に応じて、児童全員の安否確認を指示する。 

☆対応措置について、町教育委員会に報告する。(協議する) 

教 職 員 
☆指定職員は、保護者へ連絡をする。（一斉メール配信、電話） 
電話、メールが使用できない場合を想定し、連絡方法について事前に文書

等で、災害発生時の対応について取り決めておく。 

 

  

災
害
本
部 

設
置 

  
 
 

安

否

確

認 

  
 

 

被
害
状
況 

の
確
認 

  
 
 

事
後
の
対
応
措
置 

  
 
 

地
震 

発
生 
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７ 風水害が想定される場合の対応 

（暴風、大雨、洪水、大雪警報、特別警報などが発表） 

（１）大雨等気象警報発表時の対応（災害発生前）  

 ○気象情報や亘理町からの避難情報、河川

の水位、道路や交通機関状況等を確認す

る。（学校所在地および児童の通学経路

など）  

○通学路を含め、学校周辺の安全を確認

する。 

※気象庁の「早期注意情報（警報級の可

能性）」により警報が発表される前に、

次の対応をとることもある。 

 

○校長は臨時休業、授業打ち切り等判断 

・雨の情報や亘理町が発令する避難情報、 

または被害を及ぼしかねない河川の水

位の状況及び今後の見通し等に関する

情報を総合的に勘案し、児童が引き渡

しや下校時等に災害に巻き込まれない

ように判断する。  

・亘理町から避難指示が発令された場合

には、児童の安全を最優先に考え、臨

時休業や学校待機等の判断を行う。  

 

○保護者に各種措置、対応について、連絡

する。（メール配信、電話等）  

※臨時休業措置については、テレビ、ラジ

オ局などの報道機関を活用する。  

○学校の対応についてのプリントを配布

する。  

 

○必要に応じて、保護者への引き渡しを実

施する。  

○引き渡しまで時間を要する場合は、学校

に待機させる。  

○保護者以外の引き渡しについては、事前

に確認しておく。 

 

校 長 

校 長 
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（２）災害発生時の対応（在校時発生）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○気象情報、避難情報、河川の水位、道

路情報、気象状況の急激な変化等確認

する。  

○学校や通学路を含めた周辺の状況を監

視する。  

・学校周辺の低い場所が浸水している。 

・雷、竜巻の兆候（真っ黒な雲等） 

 

○避難指示が発令された場合など、児童

の安全を最優先に考え、安全な場所に

避難誘導する。  

○適切な避難経路を指示した上で、教職

員が先導する  

○悪天候での避難誘導も想定し、移動手

段を確認する。(バス、保護者の車等)  

  

○避難場所に集合後、点呼をとる。  

○負傷者の有無の確認後、必要に応じて

応急処置、医療機関の搬送等を行う。  

 

 

○本部長(校長)の指示のもと、各班の役

割に従い、行動する。  

  

○児童の安否、被害状況、臨時休業措置

等を報告する。  

○亘理町総務課防災担当、教育委員会等

と連携を図り、救援依頼をする。  

 

○保護者に各種措置、対応について、連

絡する。（メール配信、電話等）  

○地域毎の連絡網を活用する。  

○避難指示の解除や警報の解除等、引き

渡し後の安全を確認できた段階での引

き渡しの判断  

  

○地域と連携し、通学路を含めた周辺の

安全を確認する。  

  

  

○保護者への引き渡しを実施する。  

○引き渡しまで時間を要する場合は、学

校に待機させる。  

校 長 

校 長 

校 長 

（通学路含む） 
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（３）大雨・洪水時の警戒レベル（１～５）への対応 

警戒 

レベル 

避難情報等 警戒レベル相当

の防災気象情報 

在校時にとるべき行動 夜間時及び休業時にと

るべき行動 

１ 
早期注意情報 

（警報級の可能性） 
 ○職員の連絡体制確認  

２ 

大雨・洪水注意

報 

氾濫注意情報  

  

キキクル：注意 

 
 
○状況把握のため台風や前

線に伴う、洪水予報などの

気象情報等を集めておく。  

 

 

 

○状況把握のため、気象情報

等を集めておく。 

３ 

高齢者等避難 大雨注意報（夜間か

ら翌日早朝に大雨警

報（土砂災害）に切

り替える可能性が高

い注意報）  

洪水警報  

大雨警報（土砂災害）  

氾濫警戒情報  

キキクル：警戒 

 

 

○速やかに対策本部を設置

し情報収集及び対応に当

たる 

○今後の気象予報等を総

合的に見て、以下の①～

③について校長が判断

する。 

①授業打ち切り 

②保護者引き渡しによる

下校  

③校舎３階へ避難 

 

 

○事前の判断が可能で、校長

が必要と認めた場合は臨

時休業とする。 

○職員は自宅待機（状況によ

り出勤の連絡をする） 

４ 

避難指示 土砂災害警戒情報  

氾濫危険情報  

キキクル  

：非常に危険極めて

危険 

 

 

○速やかに対策本部を設置

し、情報収集及び対応に

当たる。 

○全員避難開始 

レベル５になる前に全員

避難は完了する。 

・校舎３階へ避難する。  

・土砂災害の危険から離れ

た場所へ避難する。 

○保護者が迎えに来れない

場合や居住地及びその途

中が危険な場合は学校待

機とする。  

○対策本部を中心に手分

けして施設・設備等の点

検被害状況を把握し、報

告する。 

○職員は、自身の安否を速

やかに報告する。 

 

 

○臨時休業（事前の判断が

可能な場合） 

○職員は自宅待機 

（状況により出勤の連絡

をするが深夜など、速やか

な対応が難しい場合や、自

分の家庭が被害に遭って

対応ができない場合及び

交通遮断の場合はこの限

りではない。） 

○電話やメール等で児童・

職員の安否を速やかに確

認し報告する。但し保護

者と連絡を取れない時は

対策本部にその旨を報告

する。  

５ 
緊急安全確保 大雨特別警報  

（浸水害）  

（土砂災害）  

 

 

○避難完了済み 

 

＊キキクル・・・危険度分布（気象庁が発表する防災気象情報） 

注意体制 

【情報収集伝達要員】 
教頭、主幹教諭、防災主任 

警戒体制 

【情報収集伝達要員】 
校長、教頭、主幹教諭、防災主任 

【避難誘導員】全職員 

非常体制 

【避難誘導員】全職員 

非常体制 
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（４）「特別警報発表時の対応について」（再掲）平成２７年１０月１日付けス号外（通知）より  

  

１ 「特別警報」発表時の対応ポイント  

（１） 「特別警報」は、すでに災害が発生しているか、発生する危険が迫っている状況でのみ

発表されるものであり、気象庁では非常事態として「ただちに命を守る行動をとる」よう

求めている。そのような状況下において、児童生徒に登下校をさせることについては、大

きな危険を含んでいると考えるべきであること。  

（２） 特に風水害に係る「特別警報」に関しては、通常は「注意報」「警報」のステップを踏ん

で非常事態として発表される。「学校防災マニュアル作成ガイド」においては、「警報」の

段階で臨時休業、授業の打ち切り等を判断するよう示しており、「特別警報」が発表される

前の段階で臨時休業等の判断をすべきであること。  

２ 学校防災マニュアル改訂にあたって  

（１）平成２７年９月１１日に「特別警報」が発表された際の対応をふり返り、その課題を踏ま

えた改訂を行うこと。また、警報の発表時において生徒が在校、在宅それぞれの場合につ

いて具体的に検討すること。   

（２）東日本大震災の教訓を生かし、児童生徒の命を守る学校防災マニュアルとして、より実効

性の高いものになるよう十分に検討すること。  

（３）気象庁発行の特別警報リーフレットも活用しながら防災に関する校内研修等を行い、臨時

休業等の措置をとった結果、仮に想定していた事態に至らなかった場合でも、「措置が空振

りに終わって良かった」と思えるよう、教職員の共通理解を図るよう努めること。  

（４）児童生徒の安全を最優先とした学校防災マニュアルを作成していることについて、日頃か

ら保護者や地域住民等の理解が得られるよう周知すること。  

 

段階的に発表される防災気象情報と対応する行動  気象庁ＨＰより 
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８ 突風・竜巻・雷等が想定される場合の対応 
 

（１） 雷・竜巻注意情報等発表時及び発生時・発生後の対応（災害発生前～発生時～発生後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○気象情報を確認し、空の様子をみて発達した積

乱雲が近づいているか確認する。  

※「発達した積乱雲が近づく兆し」  

・真っ黒い雲が近づき周囲が急に暗くなる。  

・雷鳴が聞こえたり、雷光が見えたりする。  

・ヒヤッとした冷たい風が吹き出す。  

・大粒の雨や「ひょう」が降り出す。  

  

○校長または教頭は、校内放送等で緊急事態を全

職員及び児童に知らせる。  

 

○児童に指示をして、安全な場所を確保し、安全

な態勢を取らせる。  

 

※廊下等にいる場合は、窓から離れた場所に身を

隠すように指示する。  

 

○児童を素早く校舎内へ誘導し、安全確保に努め

る。  

 

 

 

 

 

○児童に竜巻が発生した時の対応の仕方につい

て、防災タイム等で事前に指導する。 

○自宅においての対応の仕方についても事前に確

認しておく。 

◇雷鳴が聞こえたり雷光が見えたりした場合は、

屋外での活動は中止し、建物等の安全な場所に

避難する。 

◇安全第一、しばらく避難が原則である。 

※気象情報をこまめに確認するとともに、空の様

子に注意する。   

○児童の状況（けが等）を確認するとともに、校

舎の状況について確認する。  
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９ 保護者への引き渡し（地震・津波・大雨・風水害を想定） 

 

（１）校内で引き渡しをする場合の対応 
 

○各種情報を確認し、安全の可

否を判断する。 

○情報だけにとらわれず、目視

して状況を確認する。 

○引き渡し実施可否の判断は、

校長が行う。 

○発災後、電話、メールが使用

できなくなることから、事前

に、文書等でとり決めておく。 

○保護者に対しても災害に関す

る情報を提供し、児童を引き

渡さず、保護者とともに学校

に留まることや避難行動を促

すこともある。 

＊津波浸水想定区域内や土砂災

害想定区域内にある行政区を

事前に確認しておく 

 

○保護者以外の引き渡しについ

ては、事前に確認しておく。 

（児童調査票に記入されている

引き渡し者以外には引き渡し

をしない。） 

 

引き渡しルール          津波浸水想定区域内に居住する児童 

 

町
域
の
震
度 

震度５弱 
以上 

○保護者が来るまで学校に
待機させる。 

○時間がかかっても保護者
が来るまでは、児童を学
校で保護しておく。 

津
波
に
関
す
る
警
報
・注
意
報 

大津波警報 
津 波 警 報 

保護者への引き渡しを
しない。学校に留まる。 
警報が解除され、安全が
確保された後に引き渡
す。 

震度４ 
以下 

○原則として下校させる。 
○事前に保護者から届けが
あったり、連絡があった
りした場合は、学校で待
機させ、保護者への引き
渡しを待つ。 

津波注意報 
津波の到達予想時間
等を考慮して引き渡し
を判断する 

【大雨】大雨による地域の災害特性を踏まえた引き渡しのルール 

雨の情報や亘理町が発令する避難情報、または被害を及ぼしかねない河川の水位の状況及び

今後の見通し等に関する情報を総合的に勘案し、児童が引き渡しや下校時等に災害に巻き込ま

れないように判断する。 

各種警報等の情報収集･学区周辺の安全確認 

引き渡し実施可否決定 

しない す る 

保護者への連絡          保護者への連絡 
事前確認 

ﾒｰﾙ配信 

電話 等 

引渡の実施・記録 

① い つ 

② 誰 に 

③ どこへ 

（連絡先） 

 

 

待 機 継 続 

○地震による被害や

津波警報発表の状

況 

○公共交通機関が止

まる 

○道路の通行止め等 

引き渡し 完了 

本部長に報告 

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト 

引
渡
し
カ
ー
ド 

校長 

教頭 

校長 
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（２）校外で引き渡しをする場合の対応 
 

○学校に戻って引き渡す場合と

現地で引き渡す場合でどちら

が安全かを判断する。 

○現地での引き渡し実施の可否

を慎重に判断する。 

○学校を通じて児童生徒等の安

否、帰校方法を伝える。 

○保護者へ現地での児童の状況

引き渡しについて連絡する。 

 

 

 

 

 

 

○引き渡しが完了するまで、時

間がかかることや、保護者が

迎えに来られないことも想定

する。 

○現地、町担当部局、関係機関

と連携を図る。 

 

 

＊校内における引き渡しの手順（教室で引き渡す場合）  

各種警報等の情報収集・避難所周辺の安全確認 

引き渡し実施可否決定 

しない す る 

保護者への連絡          保護者への連絡 
事前確認 

ﾒｰﾙ配信 

電話 等 

引渡の実施・記録 

① い つ 
② 誰 に 
③ どこへ 
（連絡先） 

引き渡し 完了 

本部長に報告 

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト 

引
き
渡
し
カ
ー
ド 

教頭 

保 護 者 待機継続 

来

ら

れ
る 

来
ら
れ
な
い 

待
機
（
引
渡
）
継
続 

保護者への引き渡しの判断（例） 

○避難解除、津波警報等が解除されて
いる。 

○現地までの交通手段に問題がない。
(公共交通機関、道路状況等) 

○遠距離でないこと。（修学旅行等は
現地災害本部の判断で） 

校長 

校長 

事前準備 保護者対応 引 き 渡 し 事後対応 

災
害
対
策
本
部 

学 

級 

担 

任 

引
き
渡
し
場
所
の
決
定 

保
護
者
の
誘
導 

引
き
渡
し
方
法
の
説
明 

引
き
渡
し
状
況
の
集
約 

教
育
委
員
会
に
報
告 

児
童
調
査
票
の
準
備 

教
室
で
待
機
さ
せ
る 

迎
え
に
来
た
方
の
氏
名
が

児
童
調
査
票
に
記
入
さ
れ

て
い
る
か
確
認
す
る 

電
話
番
号
を
確
認 

名
簿
に
チ
ェ
ッ
ク
す
る 

災
害
対
策
本
部
に
報
告 

残
っ
た
児
童
の
保
護 

指 示 報 告 

引
き
渡
し 
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１０ 待 機（宿泊） ※帰宅困難者対応含む 

 

（１）校内（避難場所）で待機させる場合の対応 
 

○災害に関する各情報を素早く

収集する。 

○指定職員は、校舎等の点検を

行い、校長に報告する。(非構

造部材の損傷等) 

 

 

○災害の状況に応じ、瞬時に待

機場所を決定する。(想定にと

らわれない、東日本大震災の

教訓を生かす等） 

・第一待機場所：北校舎 

・第二待機場所：東校舎 

 

○教職員は、校長の指揮のもと待

機場所での活動にあたる。 
○状況によっては、一緒に避難

した保護者、地域の方の協力

をもらう。 

○地域の方の対応は、教頭、防

災主任等が行う。 

 

○待機中に保護者が引き渡しを

要望してきた場合は、災害に

関する情報を提供し、児童生

徒等を引き渡さず、保護者と

ともに学校に留まることや避

難行動を促すこともある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保護者へ引き渡し 

 

校 舎 等 安 全 点 検 

校舎内 

指定場所 

教職員 

校長 

避 難 完 了 

指定施設 校  庭 

待  機 

教職員は、定められた班に所属し活動する。 

 ○全体指揮、連絡調整 

 ○情報収集、状況報告(ﾒｰﾙ、電話等) 

 ○健康管理、病気、けが等の手当 

 ○必要な物品の搬入と配布 

 ○水、食料の調達、調理 

待 機 場 所 決 定 

教職員 

教職員 
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（２）校外で待機させる場合の対応（校外活動中） 

 

 

 

 

○校外活動先の避難場所、待機

場所について事前に確認し、保

護者に周知しておく。 

○班別行動に配慮して事前に、緊

急時の連絡先を確認させる。(主

任、学校の連絡先) 

○児童の安否、災害の状況等を学

校へ連絡する。 
 

 

○学校を通じて児童生徒等の安

否、待機場所等を伝える。 

 

○班別行動中は、安全な待機場

所を児童が決定することもあ

る。 

 

 

 

 

○待機場所の施設責任者と連携

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引き渡し・引率（帰校） 

 

 

情報の収集・学校への連絡 学年主任 

教 頭 

避 難 完 了 

指 定 場 所 

（計画書で事前確認） 

近 隣 施 設 

（事前確認以外） 

待  機 

教職員は、定められた班に所属し活動する。 

 ○全体指揮、連絡調整 

 ○情報収集、状況報告(ﾒｰﾙ、電話等) 

 ○健康管理、病気、けが等の手当 

 

以下は施設等の責任者の指示で対応する。 

 ○必要な物品の搬入と配布 

 ○水、食料の調達、調理 

待 機 場 所 決 定 

教職員 

教職員 

保護者への連絡（学校から） 

学年主任 
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１１ 集団下校  

 

（１）集団下校の対応 
 

○各種情報を確認する。 

○指定職員は巡回して通学路の

安全を確認する。 

（携帯電話等による即時連絡） 

○ＰＴＡ会長等に連絡し、確認

する。 

 

 

○判断は、校長が行う。 

 

 

 

○メール配信等で学校の出発時

間と通学路での安全指導の協

力を保護者、スクールガード

の代表者に依頼する。 

○児童館、児童クラブ等へ連絡

をする。 

○迎えに来る保護者へ、引き渡し

時間を伝える。 

 

○地区担当教員は、事前に作成

した地区名簿で確認する。 

○集団下校の約束を確認する。 

 

 

 

 

○教職員は各担当の業務にあた

る。 

○必要に応じて地区担当教員は、

児童等と一緒に歩いて安全指

導を行う。 

 

津波に関する情報、各種気象情報の収集･学区

周辺の安全確認 

地区毎の集団下校の実施 

保護者・スクールガード(学校安全ボランテ

ィア団体)への連絡（メール配信・事前確認） 

○学校の出発時間 

○通学路での安全指導の協力 

教職員 

校長 

教 頭 

安全の判断 

集団下校の準備 

○事前に確認している地区名簿で名前、人数を確

認する。（地区担当教員） 

○安全指導（全体、リーダーの役割等） 

集団下校の開始 

○授業の打ち切り 
○実施時間の確認 

○明日の登校園 

教職員 

保護者等への引き渡しの確認 



 

 

１２ 避難所の設置・運営に関わる協力（学校が避難所となる際の対応）  

（１） 運営協力体制等について  

① 亘理町総務課、教育委員会、関係する行政区（自主防災組織）と避難者の受け入れや避難場

所・避難所の運営方法について、定期的な協議、運営マニュアルの内容の検討、訓練等を通

じて、共通理解を図る。 

② 学校が、避難所、避難場所に指定される際は亘理町総務課防災担当と施設の使用条件や運営

方法等に事前に話し合っておく。 

③ 避難所対応に教職員が混乱し、児童の安全確保に支障を来すことがないよう、学校防災計画

上の避難所にかかる対応方針等については、あらかじめ亘理町が作成する「避難所運営に関

するマニュアル」等との整合性を十分に図る。  

④ 新型コロナウイルス感染症等の新型感染症を踏まえた、避難所の開設・運営について、亘理

町総務課と施設の使用場所等の事前に確認する。  

⑤ 福祉避難所に指定されている学校においても、亘理町総務課と連携し、受け入れ対象者や運

営方法等、十分な確認が必要である。  

⑥ 児童が避難所運営上の一部の作業等に携わるようにすることは、将来の地域防災の一翼を担

う人材育成を行う観点からも、また、避難者が積極的に避難所運営に携わる意識を高める上

でも効果があるため、可能な範囲で役割を担いうるよう配慮することが適当である。  



 

 

（２）学校の避難所設置・運営にかかる協力（発災初期段階） 
＊学校に教職員がいる時間帯において地震が発生し、町役場職員が避難所開設をする前に住民が避

難してきた場合を想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊詳細については、「避難所開設・運営マニュアル 亘理町 令和２年４月」に従って開設・

運営する。 

地 震 発 生 配 慮 事 項 等 

住民の避難に備え、教職員を所定の位置に

配置・施設開放区域等の明示  

 避難所となる体育館の安全を確認し避難
者を誘導 

 
町総務課に住民の避難状況等について連絡 

 避難所支援班の設置 

 

避難所支援活動 

 

避難者名簿の作成・管理 

 避難者への留意事項等の周知 

 避難者の協力を得て避難場所（体育館）の設

営の実施 

 避難所運営組織の立ち上げ支援 

 亘理町災害対策本部との連絡 

 各種情報の収集・提供 

 医療機関、要援護者への対応 

 避難者の相談（心のケア）対応 

 

○校庭に児童を避難させた場合、児童と避難者の動

線が交錯しないように留意する。 

○駐車禁止場所を明示する。 

○建物の安全を確認した上で避難者を体育館に誘導

する。  

○妊婦・障害者等災害弱者・要援護者については北

校舎または、保健室に誘導する。  

○避難者の数が多く、体育館等予め想定した場所に

収容できない場合は、学校管理上必要な部屋の確

保、施設開放区域の決定及び明示のうえ、避難者

数に応じ、優先区域順に開放する。（校長室、職員

室等を非施設開放区域とする。） 

○避難所運営に当たる町職員と学校教職員とからな

る避難所運営支援班を組織する。（町役場職員が到

着しない場合は学校職員のみ）  

○避難者の把握と外部からの問い合わせ対応のた

め、名簿を作成する。 

○体育館等の設営等、避難所の設置・運営に必要な

準備についても、避難者による自主的な行動を促

す。また、児童についても、可能な範囲で役割を

担うよう配慮する。  

○避難者の中から運営本部長、各役員を選出し運営

にあたるよう促す。 

○災害に関する情報、避難所に関する情報を避難者

に伝える。（掲示板、テレビの設置） 

○マスコミ対応に係る方針を関係者間で確認し徹底

する。 

○初動期においては、養護教諭が中心となって対応

する。 

○生活のルール（起床、就寝、飲酒、喫煙等）や自

主的に避難所を運営すること等を避難者に周知す

る。 



 

 

１３ 学校再開に向けた対応 
 
（１）教育再開への取組 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童生徒等、教職員の被害状況の確認 
○児童生徒等の安否と所在場所の確認  

○教職員の安否確認 家庭・保護者の被災状況
の確認  

 

○教職員は、できるだけ速やかに、家庭訪問、
避難所先を訪問し、児童生徒等の被害状況を
確認する。（避難先、連絡方法、健康状態等）  

家庭保護者の被災状況の確認 

○保護者の安否と所在場所の確認 

避難所との共存 
○避難所運営組織と協議  

○立入制限区域の明示 

教育環境の整備 
○授業形態の工夫と教職員の配置  

○教科書、学用品等の損失状況の確認と発注  

○支援物資の取りまとめ 

（教育委員会との連携）  

○文部科学省ポータルサイトの活用 

（支援物資）  

○心のケア（スクールカウンセラーとの連携）  

○マスコミ、外部ボランティア団体等の対応 

通学方法の確認と通学路の安全点検 
○危険箇所の点検と補修箇所の報告  

学校園施設・設備等の点検 
○建物の構造部材、副構造部材の点検と補修  

○ライフライン(水道、電気、ガス等)の復旧
状況  

○危険の箇所の立入禁止の明示と危険物・危
険薬品等の点検  

○仮設校舎の建設要請  

○校舎内外の清掃・消毒  

○移転先での学校再開の準備  

○地域、ＰＴＡと連携を図りながら、家庭・保
護者の安否確認、所在場所、学区内の被災状
況を確認する。 

○災害の程度によって、校舎や施設設備等の
使用再開について、専門家（応急危険度判
定士等）の点検を受けて決定する。 

○ライフラインの状況を点検し、関係機関に
協力を依頼する。  

○理科室等の危険薬品、灯油保管場所等を確
認する。  

○校舎内へ浸水があった場合は、清掃、消毒
を実施する。  

○学校施設（特に体位館）が長期的に避難所と
して使用されることがあるため、立入制限区
域を明示することや、お互いの生活のルール
を確認する。  

○当面の授業形態(午前授業、短縮授業等)と
学習プログラムを検討する。  

○教科書、学用品の滅失棄損状況を確認し、
不足教科書等の確保に努める。  

○スクールカウンセラーを派遣するなど心の
ケア対策を講じる。  

○マスコミ対応、ボランティア団体の受け入

れの対応は、校園長及び教頭が行う。 

○通学園路の安全を確認し、危険箇所について
関係機関へ連絡する。  



 

 

１４ その他 

熱中症発生時の対応 

ＷＢＧＴ31以上、熱中症特別警戒アラート発令時は原則「外の活動」は禁止 

    授 業 中           休み時間・放課後  

 

 

意識障害の有無を確認 意識障害の継続 

 

 

 担任は養護教諭に連絡 

  （児童⇒保健室へ） 

 

 

  先生・児童は養護教諭に 

  連絡（児童⇒保健室へ） 

 

 

 

 

 協力者召集 

 第１ 隣の学級の授業者 

 第２ 職員室 

                                        

    養護教諭の判断が重要 

      （ＡＥＤの所持） 

 周囲の生徒を落ち着かせる(学年部) 

その場で待機か保健室へ移動の判断 

 

 

被害者の状況 

 実施可能な手当 

 軽度 

（外傷無し） 

軽傷 

（外傷軽微） 

重傷 

(外傷･出血等) 

 

 

 

     

 

保護者に判断を仰

ぎ、待機させる 

 

 保護者へ連絡し、 

すぐに受診させる 

 

  救急車要請 

決定と指示 

校長・教頭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   関係児童への対応  

 

 付き添い学校へ連絡 

 

 

 

 

 

 

 

①教育委員会への連絡  校長 

②保護者等からの照会に対する対応 教頭 

③状況によっては教職員待機 

④状況によっては保護者(ＰＴＡ)の非常召集と事情説明 校長 

  

 

 

 

保護者への連絡 

・学年担当者 

・保護者への引渡 

  

  

  

救急車に同乗 

 ・養護教諭 

  ・事故の状況把握者 

事故発生

１ １ ９ 番 司令官に

聞かれること

・ 負傷者の氏名、 年齢、 性別

・ 何時ごろ

・ 何をしていてどのよう になったのか

・ 現在の状況

・ 緊急車両の誘導者と到着場所

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


